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【手続補正書】
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【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４５】
　このような第１の弁棒１３の飛び出し防止機構により、第１の弁棒１３がバタフライバ
ルブ１０の組み立て公差による隙間によってやや弁体１５側に配置されても、第１の弁棒
１３の段差部１３ａにはスペーサ２４が当接するようになるので、Ｏリング２２は第１の
弁棒１３の段差部１３ａにまで到達することはない。すなわち、スペーサ２４の厚みは、
バタフライバルブ１０の組み立て公差に伴う第１の弁棒１３の位置ズレよりも大きいもの
としている。したがって、段差部１３ａによるＯリング２２の損傷が防止されて、第１の
弁棒１３とボディー１２との間を確実にシールすることができる。また、第１の弁棒１３
にＯリング２２を装着するための環状溝を形成する必要がないので、その剛性を高めるこ
とができる。
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